2010人事院勧告に関わる声明
1.　人事院は8月10日、月例給を平均757円・0.19％引き下げるとともに、一時金を1963年以来の低水準となる3.95月とする勧告を行った。月例給の引き下げは、当該年度に56歳以上となる行（一）6級以上の職員の俸給月額等に1.5％を乗じた額を減額した上で、残された較差分を埋めるために、俸給表の一部を平均0.1％マイナス改定するというもの。同時に、月60時間超の計算における法定休日（日曜日等）の算入と、2011年度における制度改正原資の取り扱いとして、来年4月に43歳未満の職員の給与を1号上位とする措置を勧告した。
2.　 自治労・公務員連絡会は、2010人事院勧告に向け、月例給の水準維持と生活を守る一時金支給月数の確保を要求し、とくに50歳台後半層の月例給の一定率による削減については、提案の撤回を強く求めてきた。月例給、一時金ともに引き下げとなったことは、民間賃金実勢の反映とはいえ、公務員の生活に大きな影響を与える厳しいものであると同時に、地域の賃金相場と地域経済に悪影響を及ぼすことが懸念され、極めて不満である。50歳台後半層給与については、最終的に対象を縮小する結果にはなったものの、年齢を理由とした一定率による削減に人事院が固執したことは、職務給原則や能力実績主義など、この間人事院自身が主張してきたことと矛盾する。給与構造改革の検証や民間給与の詳細データなどの根拠を公務員連絡会に示さないまま勧告を強行したことに、強く抗議する。
3.　 人事院は勧告にあわせて日々雇用職員制度を見直し、「期間業務職員制度」を導入する人事院規則等の改正を行った。同時に、非常勤職員に育児休業・介護休暇等を適用するための育児休業法改正の意見の申出を行ったが、この間強く求めてきた成果として評価したい。自治体の臨時・非常勤等職員への育児休業・介護休暇等の導入に向け、総務省対策、対人事委員会・自治体交渉等を強化するとともに、各自治体において国の任用・勤務形態の見直しを契機とした雇い止めが発生することのないよう、全力をあげる必要がある。

4.　報告では、段階的定年延長に向けて意見の申出を本年中に行うことを再確認したが、50歳台後半層の給与の更なる引き下げも言及されており、給与のあり方を含む制度の具体化に向けて、今後の公務員連絡会との十分な交渉・協議と合意をあらためて求める。また、昨年に引き続き地域別官民較差が公表されたが、地域民間賃金準拠の政治的圧力が強くなることをさらに警戒しなければならない。

5.　今後は、政府による勧告の取り扱いと国会審議に焦点が移るが、衆参ねじれ国会という情勢の下、予断は許されない。50歳台後半層の給与の一定率削減反対と、総人件費削減のために人事院勧告を無視した給与削減を行わないことを柱に、公務員連絡会との交渉・協議・合意にもとづく法制化を求めていく。同時に、労使交渉による賃金・労働条件決定システムの早期実現を政府に対して強く働きかけていく。
6.　2010自治体確定闘争においては、引き続き月例給与の水準維持と一時金支給月数の確保を基本として、50歳台後半層の給与の一定率削減反対とあわせて、総務省、人事委員会、自治体交渉を強化する。さらに、労使関係制度の抜本的改革を念頭に、要求－交渉－妥結－協定・協約化のサイクルの確立に向け、自治労は全力をあげるものである。
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